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使用上の注意

○ この手引きは、療養費の適正な支給への取組みの一環として、各保険者の支給手続実

務の参考に取りまとめたものである。令和５年２月１までの算定基準等を整理したもの

であるため、保険者は今後の改定状況に留意していただきたい。

○ 作成に当たっては、国からの通知を基にして保険者からの意見等を参考としているが、

実際に利用していく中で生じた疑義、追加を希望する情報や訂正等の意見・要望等につ

いては、随時静岡県国民健康保険課までスターオフィス等により連絡をお願いしたい。
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◆１ 海外療養費制度の概要

海外療養費制度は、被保険者が海外で負傷した場合や疾病にかかった場合の費用について、

社会保険等に導入されたものである。海外渡航等が一般化し、渡航先で負った傷病等に対応の

必要性が高まったことなどから、国民健康保険においても、平成 13 年１月１日から制度を開始

した。

海 外 療 養 費 概 要

①根拠 ＊1

○ 国民健康保険法第 54 条

○ 国民健康保険法 施行規則 第 27条、第 28 条の２

○ 健康保険法等の一部を改正する法律の施行に伴う国民健康保険関係法

令の改正及び施行上の留意事項について

（平成 12 年 12 月 13 日付保険発第 215 号）

○海外療養費の不正請求対策等について

（平成 25 年 12 月６日付保国発 1206 第１号、保高発 1206 第１号）

○健康保険法施行規則等の一部を改正する省令等の公布について

（平成 28 年２月４日付保発 0204 第 2 号）

○海外療養費の支給申請及び審査等に係る事務の取扱いについて

（平成 28 年３月 31 日付保国発 0331 第４号）

○海外療養費支給事務の一層の適正化に向けた取扱いについて

（平成 29 年８月９日付保国発 0809 第１号）

○臓器移植に係る海外療養費の取扱いについて

（平成 29 年 12 月 22 日付保保発 1222 第２号、保国発 1222 第１号、

保高発 1222 第１号）

○臓器移植に係る療養費及び移送費の取扱いに係る Q&A の送付に

ついて（平成 29 年 12 月 22 日付事務連絡）

○臓器移植に係る海外療養費の取扱いの状況等の確認について

（平成 29 年 12 月 25 日付事務連絡）

②対象
日本国内で保険適用とされている診療

＊2 治療目的の渡航は、原則対象にならない。

③申請時期

原則として受診者本人の帰国後に受付。時効は他の療養費と同じく、医療

費等の代金を支払った日から２年。

＊3 国外への送金は行わない。

④給付額

『日本で療養の給付を受けた場合の算定方法（厚生労働省告示により定め

る診療報酬点数表に基づく算定）に準じて算定した額』と『現に要した費

用の額』とを比較し、低い方の額に基づき算定

＊4 実際に支払った額の７(～９)割が支給されるとは限らない。
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＊1 3 参考資料(2)関係法令、通知等を参照。

＊2 療養費は、保険者が「療養の給付等を行うことが困難である」か「やむを得ない」と

認めたときに、療養の給付等に代えて
．．．．．．．．．．

支給できることとされている。

保険医療機関を受診可能であったにもかかわらず、あえて海外へ治療を受けに行った

場合（治療目的の渡航）には認める合理的な理由がない。

ただし、海外で臓器移植を受けない限り生命の維持が不可能である恐れが高い場合

（小児の心臓移植等）には、治療目的の渡航であっても「やむを得ない」に該当する場

合がある。

＊3 海外への渡航が長期、頻回、多数回にわたる被保険者からの申請については、当該被

保険者が生活の本拠を国内におく意思があり、居住の事実が客観的に確認できるかどう

か慎重に判断する必要がある。

＊4 厚生労働省通知（「健康保険法等の一部を改正する法律の施行に伴う国民健康保険関

係法令の改正及び施行上の留意事項について（平成 12 年 12 月 13 日 付保険発第 215

号）」）を参照。(p.26)
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◆２ 海外療養費の支給手続き

(1） 受付時の留意事項

ア 提出書類等

国民健康保険法施行規則第27条では、被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員は療

養費の支給を受けようとするときは、同規則で定める事項を記載した療養費支給申請書

を、算定した費用の額に関する証拠書類（外国語の場合は日本語の翻訳文付）を添付し、

提出しなければならないとされている。

添付が必要な書類等（支給申請書と被保険者証の他に必要なもの）

種別 概 要 留 意 点

①診療内容明

細書
（FormA 医科

用）※p.10参照

・患者名、病名

・初診日、診療日数

・入院、外来の別

・担当医、医療機関名（所在地）

等を記載
①、②とも共通。

・ 記入漏れはないか。

・ FormA、FormB、FormCの様式でなく

ても、同じ内容を確認できる書類で

も可。

ただし、日本語ではない場合は、翻

訳文を添付すること（翻訳者の住所

氏名を明記）。

②領収明細書
（FormB 医科

用）※p.11参照

（FormC 歯科

用）※p.12参照

（FormB）

・初診料、入院費、検査費、医

薬費等の項目別金額を記載

（FormC）

・歯科診療に係るFormA、FormB

の項目を一括して記載
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③領収書

・領収書の内訳書があれば、それ

も確認

・日付、宛名、発行者、金額、何に

対する支払いか等の記載を確認

・原本を確認し、承諾を得てコピーし、

「海外療養費支給済み」等のスタン

プを押印し返却する。

・使用通貨が不明であれば確認する。

④パスポート等

・渡航の事実及び渡航期間内に療

養がされたことを確認するた

め、旅券、航空券その他の海外

に渡航した事実が確認できる

書類（査証等）の写しを添付

・取り扱い通知を参照。

(3 参考資料(2)③

イ 平成25年12月6日付け

ウ 平成28年2月4日付け

エ 平成28年3月31日付け)

・パスポートを確認して、サインや氏

名が掲載されたページと渡航の事

実が確認できるページを、承諾を得

てコピーする。

・出入国が多い等で該当ページを容易

に判別できない場合は、本人に確認

しながらコピーする。

・ パスポートにより確認できない場

合は、出入国在留管理庁の出入(帰)

国記録（本人等の開示請求が必要）

や、その他の書類で代替する。（p.51

参照）

・ 書類に、審査に不要な個人情報が含

まれているときは、マスキングを行

う等留意すること。

⑤調査同意書

※p.17参照

・調査に関する同意書（治療を受

けた本人の署名又は捺印付き）

・取り扱い通知を参照。

(3 参考資料(2)③

ウ 平成28年2月4日付け

エ 平成28年3月31日付け)

・現地の医療機関に情報提供を依頼

すると、患者本人の同意書があるか

確認を求められることがある。

・保険者（保険者から委託を受けた

者）が海外医療機関等への照会、情

報提供を受けること、及びこの確認

に必要となるパスポートの呈示の

同意を得る。

・同意書の署名が、パスポートの署名

と同じか確認する。

⑥預金口座確

認可能な書類
＊通帳のコピー等で可

・原則、世帯主名義の口座

・口座登録済みの場合は不要

・国外への送金は行わない。

※個人番号カ

ード等

＊マイナンバーの記載は任意

・国民健康保険法施行規則第27条

第1項、第28条の２「氏名又は

個人番号」

・マイナンバーの確認及び取り扱いに

ついては、関係法令を参照。

※世帯主の認

め印

＊各保険者の定めるところに

よる（条例・規則・要綱等）
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イ 書類の確認・補足修正等

提出等された書類の確認に当たっては、支給の可否を判断するための情報が十分でな

い場合や、明確でない場合は、その場で聴取等を行った上で、記載内容の修正等を指示

する。

種別 概 要 留 意 点

① 資格等

・申請内容以外も確認

・取り扱い通知を参照。

（3 参考資料(2)③

オ 平成 29 年 8 月 9 日

付け)

・労災の給付や、加害者からの損害賠償等は支

払われていないか。

・海外長期滞在

⇒居住の実態がない可能性がある者※につい

ては、住民基本台帳主管課と協議。

遡及して国保資格を喪失する場合、支給済の海

外療養費等に返還が生じる場合もあるので留意

する。

※具体的には、１年に１回程度短期の帰国をし

た上で、複数件の海外療養費をまとめて申請

する者や、複数年に渡り長期間の国外渡航を

繰り返している者等

・海外公的保険の加入（給付）がある⇒海外の

公的健康保険分を考慮して、支給額を算定す

る。（p.7参照）

・時効は治療費を支払った日の翌日から２年。

② 提出書類

必要な書類が揃ってい

るか、記載漏れ、翻訳漏

れがないかを確認

・必要な書類が不足していた場合や、書類の記載

内容等に、不備や不足があった場合は、原則と

して一旦返戻。

③ 治療状況

やむを得ない事情で渡

航中治療したものであ

るかを確認

・治療目的で渡航した場合

⇒原則やむを得ない事情と認められない。

（海外での臓器移植については治療目的の渡

航であってもやむを得ないものと認められる

場合がある。 …p.8参照）

・継続的な治療が渡航前に想定される場合(人工

透析等)でも、海外における治療が不可欠であ

れば、対象となりうる。

④ 診療内容

日本国内で保険診療の

対象となっている治療

かを確認

・診療内容明細書等で確認し、軽微な不明点は、

その場で聴取等を行う。

・文書代、証明書類、差額ベッド代等の名目にな

っているものは、保険外の可能性が高いので、

具体的な内容を確認する。

・なお、軽微な不明点以外（支給判断に支障があ

る場合）は、原則、不受理となるが、状況によ

っては、次のとおり対処する方法もある。

例）保険者(又は委託先)から医療機関に調査・

照会 ※p.6参照

例）海外療養費標準額により算定

※p.7参照
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ウ 受付時の説明

海外療養費支給申請に係る事後のトラブルや不服申し立てを未然に防止するためにも、

あらかじめ申請者に以下の点について十分説明し、理解を得ておく。

(2） 受付後の確認事項

治療行為、医療機関などを確認する。不正が疑われる場合や治療費が高額な場合には、文

書照会等により調査を実施する。文書・電話照会、再翻訳は国保連合会を通じた民間会社へ

の委託も検討する。（p.20,21,46,47参照）

項 目 概 要

審査期間
・ 支給決定までに、通常は数か月の期間がかかること。

（審査に時間を要する。）

支給額

・ 日本国内で保険診療の対象となっている治療が対象となること。

・ 支給対象外となる費目があること（文書代、証明書類代、差額ベッド代等）。

・ 支払った額より、低い額となる場合もあり得ること。

＊日本で療養の給付を受けた場合の算定方法に準じ算定するため。

・ 支給は日本円とし、支給決定日の外国為替換算率（売レート）によること。

追加調査等

・ 提出された書類を確認していく中で、申請者に対し、追加資料の提出、問

い合せなどを行うことがあること。

・ 治療した医療機関等に対し、調査、照会等を行うことが、あり得ること（医

療機関等への具体的な照会手段について、申請者が情報を持っているよう

であれば聞き取っておく）。

項 目 概 要 留 意 点

治療行為

○レセプトの縦覧点検等により、以下について確認

・ 渡航前に同じ疾病の治療歴がないか

例）慢性的な疾患、治癒前の疾患等

・治療中であった

→本人や渡航前に受診した主治

医に、治療目的の渡航ではない

か確認

・ 帰国後も継続した治療が想定される

場合に、治療が行われているか。

例）骨折等

・国内での治療がない

→架空請求の疑い

→今後、継続治療のため（治療目

的で）渡航する可能性がある。

※事実関係を確認し、療養費の支

給は慎重に対処

・ 継続した治療が必要なはずの疾病の

場合に、渡航前後の治療歴があるか。

上記の事実が認められる場合等、保険者が必要と認める場合は、添付の翻訳文

とは別の翻訳を実施

医療機関

○インターネット等を活用し以下の事項を確認

・ 医療機関名称、所在地等

・確認できない

→架空請求の疑い

※事実関係を確認し、療養費の支

給は慎重に対処

・ 主治医に関する情報（標榜する診療科

目等と）と診療記載内容との整合

・不一致の場合、被保険者への聴

取等を行い、必要に応じて医療

機関にも照会。

明細書

・ 別の医療機関が発行している診療内

容明細書等との筆跡の類似 ・類似している場合、必要に応じ

て医療機関や本人・代理人等に

事情を確認。・ 申請者や代理人等の記載との筆跡の

類似
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(3） 支給額の決定

支給額算定

①算定方法

○基本的には、海外の医療機関で行われた診療内容を、日本の保険医療機関等

で療養の給付を受けた場合の算定方法（診療報酬点数表に基づく算定）に準

じて算定し、実際に支払った額と比較して決定する。

・実際に支払った額の方が大きい

診療報酬点数表に基づいて算定した費用の額から、被保険者の一部負担金

相当額を控除した額を支給

・実際に支払った額の方が小さい

実際に支払った額から、被保険者の一部負担金相当額を控除した額を支給

〇提出資料では診療内容の詳細まで記載がなく、診療報酬点数表に基づいて算

定することが困難な場合は、国内における同様の傷病に係る療養に要する費

用の実績額によって算定する。

「国内における同様の傷病に係る療養に要する費用の実績額」は、国保連が

疾病コードごとに一覧にまとめた「海外療養費標準額」を使用する。

「海外療養費標準額」

国保連が作成している「医療給付実績報告データ」をもとに、疾病

コードごとに次の計算式に当てはめて算出する。

＜総点数÷診療実日数＝１日の平均標準点数＞

※点数等具体的な内容は国保連審査調整課に確認してください。

○海外の公的保険の適用があった場合

海外の公的保険と国民健康保険はどちらが優先かは規定されていない。し

かし国民健康保険の療養費は、実際の医療費負担に対して支給されるもの

であるため、海外の公的保険により給付を受けていて、実際に医療費を負

担していない場合は支給されないこととなる。

②為替レート

○支給額を算定する際には、各保険者の支給決定日の外国為替換算率（売レー

ト）を用いる。

○支給額に１円未満の端数があるときは、その端数金額は切り捨てる。



8

(4） 臓器移植に係る海外療養費の取扱い

要件、留意事項等

①対象となる

患者

○被保険者が下記の状態のいずれも満たす場合には、海外療養費の支給が認めら

れる「やむを得ない」に該当すると判断できる。

・臓器移植を必要とする被保険者等がレシピエント適応基準に該当し、海外

渡航時に日本臓器移植ネットワークに登録している状態であること

・当該被保険者等が移植を必要とする臓器に係る、国内における待機状況を考

慮すると、海外で移植を受けない限りは生命の維持が不可能である恐れが

高いこと

②提出書類

○上記の状態であるかの確認を行うために、被保険者等に対する療養費の申請に

際し、以下の書類の提出を求めることとされている。

提出書類 補足等

①２(1)ア（p.3,4）の提出書類

②日本臓器移植ネットワークの登録証

明書の写し

③臓器移植を必要とする被保険者等が

・レシピエント適応基準に該当し、

海外渡航時に日本臓器移植ネット

ワークに登録している状態である

こと

・国内での待機状況を踏まえると、

当該患者が、海外で移植を受けな

い限りは生命の維持が不可能であ

る恐れが高いこと

について、臓器移植を受ける被保険

者等の主治医（学会認定の移植認定

医）が作成した海外の施設への紹介

状の写しに、部門長または施設長が

サインしたもの

一般社団法人日本移植学会や日本

臓器移植ネットワークのホームペ

ージにおいて、各都道府県における

移植実施施設について掲載されて

いる。

移植実施施設：

https://www.jotnw.or.jp/jotnw/f

acilities/04.html

④海外の施設に入院していた間の経過

記録の写し

患者が渡航先で臓器移植を受けた

後、日本の医療機関へ転院する場

合、渡航先の移植主治医から日本の

主治医に対して送付される、治療の

経過記録を記載した紹介状の提出

を求めることが想定されている。

※「旅券、航空券その他海外に渡航

した事実が確認できる書類の写し」

及び「診療内容明細書」として扱う

ことができる。

https://www.jotnw.or.jp/jotnw/facilities/04.html
https://www.jotnw.or.jp/jotnw/facilities/04.html
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(5） 不正請求への対応

③支給額の決

定

○支給対象

・日本国内で保険診療として認められている医療行為にかかる費用

海外における療養に関する費用の算定については、診療報酬の算定方法（平

成⒛年３月５日付け厚生労働省告示第 59 号）の算定の例によるものである

が、これによることが困難である場合には、国内における同様の傷病に係る

療養に要する費用の実績額によって算定することもやむを得ないとされて

いる。

・臓器等採取を行う医師の派遣や臓器等の搬送に要した費用

算定方法は、国内における臓器移植の場合と同様。

○支給対象外

・患者が、海外へ渡航するために利用した航空機等の費用

・海外で病院間等を移送された場合の費用

対応 概要

①不正請求事例の情報共有

○不正請求事例については、他の保険者に対しても同様の方法で行

われることが考えられることから、不正請求事例を保険者間で共

有するため、厚生労働省において情報を収集の上、情報提供を行

う仕組みがつくられている。

○不正請求として不支給決定を行った場合や、過去に行った支給決

定が不正請求によるものであったことが判明した場合は、「海外

療養費の不正請求対策等について」（平成 25 年 12 月６日付保国

発 1206 第１号、保高発 1206 第１号）で定める様式（3 参考資料

(1)様式例を参照）により県へメールで送信する。

②警察と相談・連携

○不正による不支給決定を行ったり、申請者からの請求取下等によ

り不支給決定には至らなかった場合も、審査時に確認した資料に

おいて強く不正が疑われる際には、個人情報保護条例等で認めら

れる範囲において、適宜警察署の相談窓口に相談し、適切な対応

をとるようにする。

○警察との相談・連携が円滑に進むよう、パスポート等の確認書類

の写しをとる、申請者とのやり取り経過を記録する等の対応を行

うようにする。
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◆３ 参考資料
（１） 様式例等
◎ 診療内容明細書（FormA 医科用）
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◎ 領収明細書（FormB 医科用）
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◎ 領収明細書（FormC 歯科用）
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◎ 疾病分類表



14



15



16



17

◎ 調査同意書（国保連合会作成）

調査に関わる同意書（案）

Agreement of Authorization

调查同意书

조사동의서

・治療開始日 年 月 日

・Starting date of medication Year Month Day
・治疗开始日期 年 月 日

・치료개시일 년 월 일

・被保険者（患者）

（被保険者名）

（住所）

（生年月日） 年 月 日

・Insured（Patient）
（Name of the insured）
（Address）
（Date of birth） Year Month Day

・被保险者（患者） Insured（Patient）
（被保险者姓名 Name of the insured）
（住址 Address）
（出生日期 Date of birth） 年 月 日

・피보험자 환자( ):

(피보험자)

(주소)

(출생년월일 년 월 일)

●●市(区町村) 御中

私（療養を受けた者）、 と、私の世帯主、＿＿＿＿＿＿＿＿＿は、貴市(区町村)の職員あ
るいは、貴市（区町村）が委託した事業者が、海外療養費申請書類にある事実（療養行為を行った日時、

場所、療養内容）を確認するため、申請書類の提供等によって、療養行為を行った者に照会を行い、当該

者から照会に対する情報の提供を受けることに同意します。

また、上記確認にあたり、パスポートのコピーが必要となる場合には、パスポートを貴市（区町村）に提

示することも併せて同意します。

To: ●●City (Municipality) Office
I (patient who has received treatment), and my head of house hold,

authorize the City (Municipality) Office or its staff, and its subcontractors to refer and
obtain any and all factual information related to an overseas medical treatment benefit claim(s) filed
or to be filed including date of the treatment, place, and any treatment records and information from
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the medical organization in order to verify by submitting the related application forms.
Also, I agree to submit a photocopy of my passport if it is necessary along verification process written
above.

致：●●市（区、街道、村）政府相关部门

本人（疗养接受人）＿＿＿＿＿＿＿及本人的户主＿＿＿＿＿＿＿＿，同意贵市（区、街道、村）职员或贵

市（区、街道、村）的委托方为确认本人海外疗养费申请资料中所述事实（疗养时间、场所、疗养内容），根

据申请资料，向提供疗养者核实，并接受其提供的相应信息。

另，如以上确认行为须提供本人的护照复印件，本人也同意向贵市（区、街道、村）提供。

시구읍면 귀중:
본인 요양을 받은자 와 저의 세대주 는 시구읍면 직원 혹은 그와 관련된 업무위탁업체가 해외요양비신청서류( )_______ _______

에 기재된 사실 요양일 장소 요양내용 을 확인하기위해 해당요양기관에 조회를 하거나 해당요양기관으로부터 정보를 제공받는데( , , )

동의합니다.

또한 위 확인에 여권사본이 필요한 경우 시구읍면에 여권을 제시하는데 동의합니다.

署名・押印欄

署名・押印は、治療を受けた被保険者本人が行って下さい。なお次の場合は、親権者（本人が未成年の

場合）、成年後見人（本人が成年被後見人の場合）、法定相続人（本人が死亡している場合）が署名、押印

して下さい。

Insured person who has received treatment shall sign one’s signature. However, in the following case,
guardian (insured person is under age), guardian of adult (insured person is adult ward), heir (insured
person is dead) shall sign one’s signature.

须由接受治疗的被保险人本人签字・盖章。以下（）情况，请监护人（本人未成年）、成年监护人（本人为

接受监护的成年人）、法定继承人（本人已死亡）签字・盖章。

치료를 받은 피보험자본인이 서명.날인을 하여야합니다.피보험자본인이 미성년자 또는 피성년자후견인인 경우에는 친권자 또는

성년후견인의 서명.날인이 필요합니다.

（氏名） 印

（住所）

（日付） 年 月 日

（患者との関係） ：本人 ・ 親権者 ・ 法定相続人 ・ その他〔 〕

※ 本同意書の有効期限は署名日から６ヵ月間です。
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Signature

（Signature）
（Address）
（Date）Year Month Day

(Relation to the insured)：Self ・Guardian ･ Heir ・ Other

※ This agreement of authorization expires six month after the signed date.

签名・盖章栏

（姓名） 盖章

（住址）

（日期） 年 月 日

（与患者关系） ：患者本人 ・ 监护人 ・ 法定继承人 ・ 其他〔 〕

※ 本同意书从签名起 6个月内有效。

서명 날인.

(성명) 인:

(주소):

(날짜) 년 월 일:

환자와의관계 본인 친권자 법정상속자 기타: . . . ( )

본 동의서는 서명일부터 개월까지 유효합니다* 6
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◎ 調査等依頼書（保険者→国保連→民間調査会社等）

（ 令和 年 月 日 依頼分）

【申請書一覧】

1 ～

2 ～

3 ～

4 ～

5 ～

6 ～

7 ～

8 ～

9 ～

10 ～

11 ～

12 ～

13 ～

14 ～

15 ～

16 ～

17 ～

18 ～

19 ～

20 ～

海外療養費の不正請求対策に関する
調査等依頼について【申請書一覧表】

保険者番号

送付書類に○をしてください
（全て写しを送付）

ア イ ウ エ オ カ

再

翻

訳

添

付

書

類

(

枚

)

電

話

照

会

文

書

照

会

支

給

申

請

書

Ｆ

ｏ

ｒ

ｍ

Ａ

Ｆ

ｏ

ｒ

ｍ

Ｂ

同

意

書

パ

ス

ポ

ー

ト

そ

の

他

書

類

合計 0 0 0 0

保険者名

№ 記号 番号 氏名 医療機関名

申請書の診療月（和暦）

複数月を１件にまとめて請求

されている場合は右欄に最終

診療月を記載

例　26.4～26.6など

依頼項目
依頼項目に○

添付書類は枚数を記入

様式Ｂ
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【申請書添付用】

【検証印】

令和 年 月 日

【申請者】

海外療養費の不正請求対策について下記の業務を依頼します。
※依頼する項目に○を付けてください。

枚
　※FormAFormBの添付書類についても再翻訳が必要な場合、及び、定形外の申請書については枚数を

記入してください。（添付書類が無い場合は「０」を記入）

※該当医療機関に電話がつながらない時に文書照会に切り替えをします。

　

　します。

※電話照会、文書照会の備考欄には、申請書の内容で注意して現地の医療機関に確認すべきことを

　記入してください。

海外療養費の不正請求対策に関する
調査等依頼書

依頼 受領

保険者 連合会 業者 連合会 保険者

保険者番号 保険者名

記号 番号 氏名

申請書の診療年月 医療機関名

備考

備考（照会時に注意して確認すべきこと等）

備考（照会時に注意して確認すべきこと等）

※該当医療機関から文書の照会を拒否された時に電話照会に切り替えを

令和 年 月分

定型
（FormA　FormB　またはそれに準ずる様式）

FormA　FormBの添付書類　
または

定型外（海外の医療機関で独自に作成されたもの）

１．再翻訳

２．電話照会

３．文書照会

様式Ｃ
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◎ 調査同意書、再翻訳等依頼書等様式保管場所（スターオフィスからダウンロードする）

22
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◎ 不正請求厚生労働省報告様式

（平成25年12月６日付け 保国発1206第１号、保高発1206第１号）

令和 年 月 日

静岡県健康福祉部健康局
国民健康保険課長 様

市町
国民健康保険主管課長

年 月 日に海外療養費に係る不正請求事例が判明したため、以下のとおり報告します。

申請年月日 申請額 支給額
(支給済のとき)

療養を受けた
とされる年月

療養を受けた
とされる国名

申請者の国籍 不正請求事例が判明した経緯等

年 月 日



（２） 関係法令、通知等

① 国民健康保険法（昭和 33 年 12 月 27 日法律第 192 号）（抜粋）

（療養費）

第五十四条 保険者は、療養の給付若しくは入院時食事療養費、入院時生活療養費若しくは保険

外併用療養費の支給（以下この項及び次項において「療養の給付等」という。）を行うことが困

難であると認めるとき、又は被保険者が保険医療機関等以外の病院、診療所若しくは薬局その他

の者について診療、薬剤の支給若しくは手当を受けた場合において、保険者がやむを得ないもの

と認めるときは、療養の給付等に代えて、療養費を支給することができる。ただし、当該被保険

者の属する世帯の世帯主又は組合員が当該被保険者に係る被保険者資格証明書の交付を受けて

いる間は、この限りでない。

２ 保険者は、被保険者が被保険者証を提出しないで保険医療機関等について診療又は薬剤の支

給を受けた場合において、被保険者証を提出しなかつたことが、緊急その他やむを得ない理由に

よるものと認めるときは、療養の給付等に代えて、療養費を支給するものとする。ただし、当該

被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員が当該被保険者に係る被保険者資格証明書の交付を

受けている間は、この限りでない。

３ 療養費の額は、当該療養（食事療養及び生活療養を除く。）について算定した費用の額から、

その額に第四十二条第一項各号の区分に応じ、同項各号に掲げる割合を乗じて得た額を控除した

額及び当該食事療養又は生活療養について算定した費用の額から食事療養標準負担額又は生活

療養標準負担額を控除した額を基準として、保険者が定める。

４ 前項の費用の額の算定については、療養の給付を受けるべき場合においては第四十五条第二

項の規定を、入院時食事療養費の支給を受けるべき場合においては第五十二条第二項の規定を、

入院時生活療養費の支給を受けるべき場合においては第五十二条の二第二項の規定を、保険外併

用療養費の支給を受けるべき場合においては前条第二項の規定を準用する。ただし、その額は、

現に療養に要した費用の額を超えることができない。
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② 国民健康保険法施行規則（昭和 33 年 12 月 27 日政令第 362 号）（抜粋）

（療養費の支給申請）

第二十七条 被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員は、法第五十四条又は法第五十四条の三第

三項若しくは第四項の規定により療養費の支給を受けようとするときは、次に掲げる事項を記

載した療養費支給申請書を保険者に提出しなければならない。

一 療養を受けた被保険者の氏名又は個人番号

二 診療、薬剤の支給又は手当を受けた病院、診療所、薬局その他の者の名称及び所在地

三 診療又は調剤に従事した医師、歯科医師又は薬剤師の氏名

四 法第五十四条の規定により療養費の支給を受けようとする場合にあつては、療養の給付、

入院時食事療養費の支給、入院時生活療養費の支給又は保険外併用療養費の支給を受けるこ

とができなかつた理由、法第五十四条の三第三項又は第四項の規定により療養費の支給を受

けようとする場合にあつては、特別療養費の支給を受けることができなかつた理由

五 傷病名及びその原因、発病又は負傷の年月日、傷病の経過、療養期間並びに療養内容

六 療養につき算定した費用の額

七 被保険者証の記号番号

２ 前項の申請書には、同項第六号に規定する療養につき算定した費用の額に関する証拠書類を

添付しなければならない。

３ 前項の証拠書類が外国語で作成されたものであるときは、その証拠書類に日本語の翻訳文を

添付しなければならない。

４ 海外において受けた診療、薬剤の支給又は手当（第二号において「海外療養」という。）につ

いて療養費の支給を受けようとするときは、第一項の申請書に次に掲げる書類を添付しなけれ

ばならない。

一 旅券、航空券その他の海外に渡航した事実が確認できる書類の写し

二 保険者が海外療養の内容について当該海外療養を担当した者に照会することに関する当該

海外療養を受けた者の同意書

（申請書の記載事項）

第二十八条の二 （略）……（第二十七条の申請書にあつては申請人の氏名又は個人番号、住所及

び申請年月日）を記載しなければならない。
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③ 関係通知等（抜粋）

ア 健康保険法等の一部を改正する法律の施行に伴う国民健康保険関係法令の改正及び

施行上の留意事項について（平成 12年 12月 13日付保険発第215 号）

第二 海外において療養を受けた場合の療養費等の支給に関する事項

一 海外において療養を受けた場合の療養費の支給は、病院等が発行する診療等の内容を

明らかにした費用の額に関する証拠書類等に基づき行うものとしたこと。

二 海外における療養に要する費用の算定に関しては、国内において保険医療機関以外の

病院等で療養等を受けた場合と同じく、「健康保険法の規定による療養に要する費用の

額の算定方法（昭和 33 年６月 30 日・厚生省告示第 177 号）の算定の例によるもので

あるが、これによることが困難である場合には、国内における同様の傷病に係る療養

に要する費用の実績額によって算定することもやむを得ないものであること。

三 被保険者が海外にあるときに発生した保険事故に係る療養費等に関する申請手続き

は次のとおりであること。

（一）療養費支給申請書等に添付する証拠書類が外国語で記載されている場合は、日本語

の翻訳文を添付させること。（施行規則第 27 条第３項）

（二）療養費支給申請書等の証拠書類に添付する翻訳文には翻訳者の氏名及び住所を記

載させること。

（三）海外における療養費の支給申請書に添付させる証拠書類の様式は、別添１「診療

内容明細書」及び別添２「領収明細書」を参考にすること。

（四）現に海外にある被保険者からの療養費等の支給申請は、原則として、帰国後に行

わせるものとし、国外への送金は行わないこと。

（五）海外における療養費等の支給額の算定に用いる邦貨換算率は、その支給決定日の

外国為替換算率（売レート）を用いること。また、この支給額に１円未満の端数が

あるときは、国等の債権債務等の金額の端数計算に関する法律（昭和 25 年法律第

61 号）第２条第１項の規定に基づき、その端数金額を切り捨てるものとする。

四 保険者は、その窓口にポスターを掲示する等必要な周知を図るとともに、被保険者の便

宜を考え、三（三）の添付書類をその窓口に備え付けるよう努められたいこと。

（別添 略）
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イ 海外療養費の不正請求対策等について

(平成 25 年 12 月６日付保国発 1206 第１号、保高発 1206 第 1 号)

保国発 1206 第１号

保高発 1206 第 1 号

平成 25 年 12 月６日

都道府県民生主管部（局）

国民健康保険主管課（部）長 殿

後期高齢者医療主管課（部）長

厚生労働省保険局国民健康保険課長

（ 公 印 省 略 ）

厚生労働省保険局高齢者医療課長

（ 公 印 省 略 ）

海外療養費の不正請求対策等について

海外において療養等を受けた場合の費用について、国民健康保険法（昭和 33年法律

第 192 号）第 54 条及び高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57 年法律第 80 号）

第 77条に基づき支給される療養費（以下「海外療養費」という。）の支給にあたっ

ては、市町村（特別区を含む。）、国民健康保険組合及び後期高齢者医療広域連合（以下

「保険者等」という。）において適切な審査の実施に努めていただいているところで

あるが、先般より、国民健康保険において海外療養費の不正請求事案が複数明らかに

なっているところであり、こうした不正請求について、今後一層の対策を進めること

が必要である。

このため、今般、下記のとおり保険者等における海外療養費の支給申請に対する審

査の強化等の対策等を示すこととしたので、内容を了知の上、貴管下保険者等への周

知及び指導等について特段の御配慮願いたい。

記

第１ 海外療養費の支給申請に対する審査の強化について

１ 海外療養費の支給申請時における確認について

海外療養費の支給申請があった場合には、パスポート等の提示を求めることに

より、海外において療養等を受けたとされる被保険者の渡航の事実や、支給申請

に係る療養等が当該渡航期間内に行われたものであることを確認すること。
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２ 海外療養費の支給申請書等の審査について

海外療養費の支給申請書並びにこれに添付することとされている診療内容明

細書及び領収明細書（以下「支給申請書等」という。）の審査にあたって、保険

者等が必要と認める場合には、(1)～(4)に掲げる取組を行い、当該各取組ごとに掲

げる事実等が見受けられるか確認すること。

（1） 支給申請を行う者（以下「申請者」という。）ごと又は海外において療養等

を受けたとされる被保険者ごとの、過去の支給申請書等の縦覧点検や、支給申

請書等と診療（調剤）報酬明細書との突合の実施

○ 申請者又は療養等を受けたとされる被保険者が同一である申請が多い又は

定期的になされていること

○ 海外において、同一の疾病について療養等を受けていることが多いこと

○ 国内において受けた療養等と比較して、海外において受けた療養等が不自

然であること

例：国内において慢性疾患に係る療養等を受けていないにもかかわらず、海外に

おいて慢性疾患に係る療養等を受けている場合等

（2）（1）に掲げるような事実が見受けられる場合等、保険者等が必要と認める場

合における、外国語で記載された診療内容明細書又は領収明細書について添付

されている翻訳文とは別の翻訳の実施

○ 診療内容明細書又は領収明細書について添付されている翻訳文の内容が、

保険者等が別に行った翻訳の内容と著しく乖離していること

○ 診療内容明細書又は領収明細書に記載された言語が明確でなく、翻訳でき

ないこと

（3）診療内容明細書又は領収明細書の記載の筆跡の確認（過去になされた支給申

請に係る診療内容明細書又は領収明細書の記載の筆跡との比較も含む。）

○ 別々の医療機関等や医師等から療養等を受けているとされているにもかか

わらず、当該医療機関等や医師等が記載した診療内容明細書又は領収明細書の

筆跡が類似していること

(4）支給申請に係る療養等を受けたとして申請書等に記載されている医療機関等

の名称・所在地等の情報に係るインターネット等による確認

○ 療養等を受けたとされる医療機関等の存在が確認できないこと

○ 療養等を受けたとされる医療機関等の所在地等の情報が、申請書等に記載

されている当該医療機関等の所在地等の情報と異なっていること

３ 海外において療養等を受けた事実等の確認について

（1） 支給申請書等の審査にあたり、２の各取組ごとに掲げた事実等が見受けられ
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た場合には、必要に応じ、療養等を受けたとされる海外の医療機関等に対して、

文書等により、支給申請に係る療養等が行われた事実の有無や、行われた療養

等の内容を照会すること。

また、医療機関等に対する照会を円滑に行えるよう、支給申請があった場合

には、必要に応じ、支給申請書等を当該医療機関等に対して提供することや、

当該医療機関等が支給申請に係る療養等の情報を保険者等に提供することにつ

いて、申請者等の同意を得るなどの対応を行うこと。

（2）(1)により医療機関等に照会を行った結果、支給申請に係る療養等が行われた

事実がなく、又は行われた療養等の内容が支給申請に係る療養等の内容と著し

く異なることが確認された場合等、偽りその他不正の行為によって海外療養費

の支給を受けようとしたものと認められる場合には、不正請求として不支給決

定を行うこと。

第２ 海外療養費の不正請求事例への対応について

１ 不正請求事例の厚生労働省への報告について

不正請求については、他の保険者等に対しても同様の方法で行われることが考

えられることから、不正請求事例に係る情報を各保険者等で共有するため、厚生

労働省において当該情報を収集した上、保険者等、都道府県及び地方厚生（支）

局に対して情報提供することとしたので、保険者等及び都道府県においては、別

紙の方法により、不正請求事例についての報告等をされたいこと。

２ 不正請求事例等についての警察との相談・連携について

（1）次のような場合には、警察本部又は警察署の相談を受理するための総合窓口

に対して相談を行うとともに、その後も警察と連携を図り、適宜適切な対応を

とること。

① 第１の３(2)により、不正請求として不支給決定を行った場合、又は過去に

行った支給決定が不正請求によるものであったことが判明した場合

② 保険者等において、不正請求と認めるには至っていないものの、支給申請

や審査の過程で不正請求の疑いがあると判断した場合

例：第１の１によりパスポート等の提示を求めたにもかかわらず、正当な

理由なく申請者がこれを拒んだ場合や、第１の２の各取組ごとに掲げた

事実等が見受けられた場合

（2)（1）による、警察との相談・連携を円滑に行えるよう、支給申請があった場

合には、第１の１により提示を求めたパスポート等の写しを取ることや、支給

申請時の申請者とのやり取りを記録する等の必要な対応を行うこと。
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ウ 健康保険法施行規則等の一部を改正する省令等の公布について

(平成 28年２月４日付保発 0204 第２号)

第３ 周知・広報について

海外療養費の不正請求を未然に防止する観点から、保険者等において、支給申請

に対して審査を強化する取組を実施していることや、不正請求に対して警察と連携

して厳正な対応を行っていることなどを、ポスターやリーフレット、ホームページ

等において周知・広報すること。

第４ 海外療養費の支給申請に対する審査業務等の委託について

第１の２及び３において示した翻訳業務や、海外の医療機関等に対する照会業務

については、必要に応じて、国民健康保険団体連合会や、当該業務について専門的

な技術や知見を有する民間会社等へ委託することも検討すること。

（別紙）不正請求事例の厚生労働省への報告及び情報提供の手順について（略）

保発 0204 第２号

平成 28 年２月４日

都道府県知事 殿

厚生労働省保険局長

（ 公 印 省 略 ）

健康保険法施行規則等の一部を改正する省令等の公布について(通知)

（中略）

第２ 改正省令の主な内容

１ 健康保険法施行規則（以下略）

(2) 海外療養費に関する事項

海外療養費の支給申請に当たって、

・旅券、航空券その他の海外に渡航した事実が確認できる書類の写し

・保険者が海外療養の内容について当該海外療養を担当した者に照会

することに関する当該海外療養を受けた者の同意書

を添付書類として求めること。（健保則第 66 条関係）

３ 国民健康保険法施行規則（以下略）

(1) 海外療養費に関する事項

上記１の(2)と同様の改正を行うこと。（国保則第 27 条関係）

第４ 施行期日

平成 28 年４月１日から施行すること。
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エ 海外療養費の支給申請及び審査等に係る事務の取扱いについて

（平成 28 年３月 31 日付保国発 0331 第４号）

保国 発 0331 第４号

平成 28 年３月 31 日

都道府県民生主管部（局）

国民健康保険主管課（部）長 殿

厚生労働省保険局国民健康保険課長

（ 公 印 省 略 ）

海外療養費の支給申請及び審査等に係る事務の取扱いについて

（中略）

第１ 提出書類の確認

海外療養費の不正請求を防ぐ観点から、国民健康保険法施行規則（昭和 33年
厚生省令第 53号）第 27条第４項の規定を新設し、海外療養費の支給申請時の
提出書類として、

・ 旅券、航空券その他の海外に渡航した事実が確認できる書類の写し（以下

「渡航確認書類」という。）

・ 保険者が海外療養の内容について当該海外療養を担当した者に照会するこ

とに関する当該海外療養を受けた者の同意書（以下「同意書」という。）

を新たに求めることとしたが、これらの書類の確認に当たっては、以下の点に

留意すること。

（１）渡航確認書類について

○ 旅券や航空券の写し等の提出を求めることにより、海外療養費の支給申請に

係る療養が行われた期間において、海外療養を受けた者が当該海外療養を受け

た国又は地域に実際に渡航していた事実を確認すること。

○ 「その他の海外に渡航した事実が確認できる書類」とは、旅券や航空券（電

子航空券を含む。）のほか、査証等が考えられる。公的機関が発行した書類に

限らず、保険者の判断により、海外療養を受けた者が実際に海外に渡航した事

実や、海外に居住又は滞在していた事実が確認できる書類の写しの提出を求め

ること。

なお、提出を受けた書類について、支給申請の審査に当たり不要な情報が含

まれているときは、当該情報を含む部分にマスキングを行う等、個人情報の取

扱いに留意すること。
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（２）同意書について

○ 同意書については、以下に掲げる事項を記載することが望ましい。参考と

して別紙にて雛形をお示しするので、各保険者において作成されたい。

・ 海外で療養を受けた者の氏名、住所及び生年月日

・ 当該者の署名又は捺印

・ 同意書の利用目的の明示（療養を受けた日時、場所、療養の内容等の事実

を確認するため、保険者又はその委託を受けた者が、海外の医療機関等に

対して照会を行い、当該医療機関等から必要な情報の提供を受けること）

・ 上記利用目的について、当該療養を受けた者が同意する旨

なお、各保険者において既に作成、利用されている同意書がある場合は、当

該同意書を使用して差し支えない。

○ 海外療養費の支給申請に対する審査に当たり不正請求が疑われる等の場合、

海外の医療機関等に対して、支給申請に係る療養が行われた事実、当該療養

の期間及び内容等を照会すること。その際、海外の医療機関等から同意書の

提示を求められることが想定されるため、当該同意書については、日本語以

外の言語にも対応できるものとしておくことが望ましい。

○ 上記により海外の医療機関等に照会を行った結果、偽りその他不正の行為

によって海外療養費の支給を受けようとしたものと認められる場合には、不

正請求として不支給決定を行うこと。

また、相当の期間を経過しても、照会を行った海外の医療機関等から回答

が得られない場合には、海外療養を受けたとされる被保険者に対して、当該

海外療養を受けた事実や内容等について再度確認を求める等の取組を行い、

海外療養費の支給の可否について判断すること。

第２ 適用

上記第１の取扱いについては、平成 28 年４月１日以降の支給申請について適用

すること。

第３ その他

各保険者における海外療養費の不正請求に対する審査の強化については、上記

第１によるほか、「海外療養費の不正請求対策等について」(平成 25 年 12 月６日

付け保国発 1206 第１号・保高発 1206 第１号厚生労働省保険局国民健康保険課長・

高齢者医療課長連名通知)も踏まえること。
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（別紙）

調査に関わる同意書

Agreement of Authorization

・治療開始日 年 月 日

・Starting date of medication Year Month Day

・患者

（患者名）

（住所）

（生年月日） 年 月 日

・Patient
（Name of patient）
（Address）
（Date of birth） Year Month Day

●●●＜保険者名＞ 御中

私（療養を受けた者）、 と、私の世帯主、 は、＜保険者名

＞の職員又は＜保険者名＞が委託した事業者が、海外療養費申請書類にある事実（療養行為

を行った日時、場所、療養内容）を確認するため、申請書類の提供等によって、療養行為を

行った者に照会を行い、当該者から照会に対する情報の提供を受けることに同意します。

また、上記確認にあたり、パスポートのコピーが必要となる場合には、パスポートを＜保険

者名＞に提示することも併せて同意します。

To: ●●●
I (patient who has received treatment) , and my head of house hold,

authorize ●●● or its staff, and its subcontractors to refer and obtain
any and all factual information related to an overseas medical treatment benefit
claim(s) filed or to be filed including date of the treatment, place, and any treatment
records and information from the medical organization in order to verify by submitting
the related application forms.
Also, I agree to submit a photocopy of my passport if it is necessary along verification
process written above.
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署名・押印欄

Signature

署名・押印は、治療を受けた本人が行って下さい。なお、次の場合は、親権者（本人が

未成年の場合）、成年後見人（本人が成年被後見人の場合）、法定相続人（本人が死亡してい

る場合）が署名、押印して下さい。

Insured person who has received treatment shall sign one’s signature. However, in the
following case, guardian (insured person is under age), guardian of adult (insured
person is adult ward), heir (insured person is dead) shall sign one’s signature.

（氏名） 印

（住所）

（日付） 年 月 日

（患者との関係） ：本人 ・ 親権者 ・ 法定相続人 ・ その他〔 〕

※ 本同意書の有効期限は署名日から●ヵ月間です。

（Signature）
（Address）
（Date）Year Month Day

(Relation to patient)：Self ・Guardian ･ Heir ・ Other

※ This agreement of authorization expires ● month after the signed date.

なお、国や地域、医療機関から所定の同意書や委任状などを求められた場合、所定の書類

に必要事項を記載頂くことがあります。

Also, we might ask you to fill out the formatted documents if countries or regions, and
medical institutions required submitting their format of agreement of authorization or
authorization letter.

※ 下線部全てについて記入してください。

※ Please fill it out about all the underline parts.

＊付記：（別紙）のとおり雛形が提示されたが、既に作成・利用している同意書がある場合

には、当該同意書を使用して差し支えないこととされている。
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オ 海外療養費支給事務の一層の適正化に向けた取扱いについて

（平成 29 年８月９日付保国発 0809 第１号）

保国発 0809 第１号

平成 29 年８月９日

都道府県民生主管部（局）

国民健康保険主管課（部）長 殿

厚生労働省保険局国民健康保険課長

（ 公 印 省 略 ）

海外療養費支給事務の一層の適正化に向けた取扱いについて

（中略）

１ 区域内に生活の本拠を有する事実の審査について

（１）国民健康保険に加入しながら国外に滞在する者について

国民健康保険においては、市町村の区域内に住所を有する者は当該市町村の

国民健康保険の被保険者とすることとされており（法第５条）、すなわち、市

町村の区域内に生活の本拠を有する者が被保険者資格を有するとされている。

このため、国内に住民票を有しているものの、実際には海外に長期間滞在す

る者が、市町村に海外療養費の支給申請を行った場合には、その者が市町村の

区域内に生活の本拠を有する者であり、国民健康保険の被保険者資格を有する

者であるかについて適切な審査を行う必要がある。そこで、会計検査院からの

指摘を踏まえ、審査の具体的な方法等について（２）のとおり、お示しする。

（２）申請時の居住実態確認と住民基本台帳担当部門への情報提供

被保険者であることの確認に当たっては、市町村において当該者について住

民票が作成されていることを参考とすることが一般的である。一方で、海外療

養費の支給申請に当たっては、海外に渡航していたことが確認できる書類（以

下「パスポート等」という。）の添付が必要とされている（国保則第27条第４

項）。

そこで、市町村におかれては、申請の際にパスポート等を慎重にご確認いた

だくと同時に、渡航の理由、居住実態等について聞き取り等を丁寧に行い、詳

細を把握するよう努めていただきたい。その上で、各市町村におかれては、国

内に居住実態がない可能性がある者（※）については、その情報を市町村の住

民基本台帳担当部門に提供するなど、住所認定について住民基本台帳担当部門

との適切な連携を図りつつ、被保険者資格の管理を適正に行っていただきた

い。

（※）具体的には、一年に一回程度短期の帰国をした上で、複数件の海外療養

費をまとめて申請する者や、複数年に渡り長期間の国外滞在を繰り返して

いる者等が考えられる。
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２ 海外で受けた療養を日本国内で受けたと仮定した場合の金額の算定

海外療養費の支給額については、「国民健康保険法の改正に関するＱ＆Ａ」（平

成12 年12 月13 日付け厚生省保険局国民健康保険課事務連絡）において、被保険

者が実際に支払った金額（以下「実費額」という。）と、実費額に係る療養を日

本国内において受けたと仮定した場合の金額（以下「標準額」という。）を比較

し、相対的に安価な額に基づいて支給する旨をお示ししているところであり、改

めてこの趣旨を徹底されたい。

一方、標準額の算定については、会計検査院からの指摘を踏まえ、その算定方

法として、別紙のとおり、社会医療診療行為別統計（平成27 年６月審査分）に基

づく算定方法をお示しすることとしたので、海外療養費の支給額算定に当たり、

参考にされたい。

なお、別紙は、社会医療診療行為別統計に基づき、傷病（入院・入院外別）ご

とに日本国内における1 日当たりの点数を機械的に算出したものであり、症状や

診療行為などの違いによる評価が反映されていないため、画一的に用いることの

ないようご留意いただきたい。

３ 海外療養費の不正請求対策に対する支援措置について

海外療養費の不正請求については、療養を受けた内容について現地医療機関等

に対して照会を行うことが効果的であると考えられるが、実態として市町村で個

別に照会を行うことは困難を極める可能性が高い。そこで、「海外療養費の不正

請求対策等について」（平成25年12月６日付け保国発1206第１号・保高発1206第

１号厚生労働省保険局国民健康保険課長・高齢者医療課長連名通知）において、

具体的な対応方法についてお示しするとともに、海外療養費の支給において重要

となる専門的な技術や知見に関する事務（提出書類の翻訳、現地医療機関等への

照会）について、国民健康保険団体連合会又は当該業務に係る技術や知見を有す

る民間会社等への委託の検討についても周知したところである。

当該委託に係る費用については、「平成25年度特別調整交付金（その他特別の

事情がある場合）の交付基準等について」（平成25年12月６日付け保国発1206第

３号厚生労働省保険局国民健康保険課長通知）により平成25年度の特別調整交付

金の交付対象とし、平成26年度以後も引き続き交付対象としているところである

が、特別調整交付金の交付実績（平成28年度）は69市町村に留まっているのが現

状である。

こうした海外療養費の不正請求は、保険料を支払う被保険者の制度への信頼を

大きく損なうものであり、保険料と公費を財源とする国民健康保険において、断

じて許されるものではないことから、各市町村におかれては専門的な技術や知見

に関する事務の委託について積極的に推進し、海外療養費の支給の適正化対策を

より一層強化されたい。

（別紙略）
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カ 臓器移植に係る海外療養費の取扱いについて

(平成 29 年 12 月 22 日付保保発1222 第２号、保国発 1222 第１号、保高発 1222 第 1 号)

保保発 1222 第２号

保国発 1222 第１号

保高発 1222 第 1 号

平成 29 年 12 月 22 日

都道府県民生主管部（局）

国民健康保険主管課（部）長

後期高齢者医療主管課（部）長

都道府県後期高齢者医療広域連合事務局長

全国健康保険協会理事長

健康保険組合理事長

厚 生 労 働 省 保 険 局 保 険 課 長

（ 公 印 省 略 ）

厚生労働省保険局国民健康保険課長

（ 公 印 省 略 ）

厚生労働省保険局高齢者医療課長

（ 公 印 省 略 ）

臓器移植に係る海外療養費の取扱いについて

平素より、医療保険制度の円滑な実施について、ご尽力を賜り厚く御礼申し上げ

ます。健康保険法（大正11年法律第70号）第87条、船員保険法（昭和14年法律第73

号）第64条、国民健康保険法（昭和33年法律第192号）第54条及び高齢者の医療の確

保に関する法律（昭和57年法律第80号）第77条に基づき海外において療養等を受け

た場合に支給される療養費（以下「海外療養費」という。）については、各保険者

において適切な審査・支払の実施に努めていただいているところです。

被保険者及び被扶養者（以下「被保険者等」という。）の臓器移植に係る海外療

養費の取扱いに関して疑義があることから、この度、このような場合に保険者がや

むを得ないものと判断するにあたり、その基準や必要となる証明書等について以下

のとおり整理しましたので、貴管下の被保険者等への周知等を含め、その円滑な実

施について特段の御協力、御配慮をお願いいたします。

また、本通知の取扱いについては、健康局難病対策課移植医療対策推進室と調整済

みであること及び当分の間、取扱いの状況等については保険者に報告を求め、厚生労

働省が内容等を確認し、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置

を講じる可能性があることを申し伝えます。本通知に係る取扱い状況等の報告方法つ

いては別途連絡します。

殿
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記

１ 被保険者等が下記の状態のいずれも満たす場合には、海外療養費の支給が認め

られる「やむを得ない」に該当する場合と判断できること。

（１）臓器移植を必要とする被保険者等がレシピエント適応基準に該当し、海外

渡航時に日本臓器移植ネットワークに登録している状態であること

（２）当該被保険者等が移植を必要とする臓器に係る、国内における待機状況を

考慮すると、海外で移植を受けない限りは生命の維持が不可能となる恐れ

が高いこと

２ 保険者においては、上記の状態にあるかについて判断を行うために、被保険者

等に対する療養費の申請に際し、以下の書類の提出を求めること。

（１）日本臓器移植ネットワークの登録証明書の写し

（２）臓器移植を必要とする被保険者等が

・レシピエント適応基準に該当し、日本臓器移植ネットワークに登録してい

る状態であること

・国内での待機状況を踏まえると、当該患者が、海外で移植を受けない限り

は生命の維持が不可能となる恐れが高いこと

について、臓器移植を受ける被保険者等の主治医（学会認定の移植認定医）

が作成した海外の施設への紹介状の写しに、部門長又は施設長がサインした

もの

（３）海外の施設に入院していた間の経過記録の写し

以上
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キ 臓器移植に係る療養費及び移送費の取扱いに係る Q&Aの送付について
（平成 29 年 12 月 22 日付事務連絡）

事 務 連 絡

平成29年12月22日

都道府県民生主管部（局）

国民健康保険主管課（部）

後期高齢者医療主管課（部）

都道府県後期高齢者医療広域連合事務局

全国健康保険協会

健康保険組合

厚 生 労 働 省 保 険 局 保 険 課

厚生労働省保険局国民健康保険課

厚生労働省保険局高齢者医療課

臓器移植に係る療養費及び移送費の取扱いに係る Q＆Aの送付について

医療保険制度の円滑な運営につきましては、平素より格段の御協力、御尽力を賜

り厚く御礼申し上げます。

健康保険法（大正11年法律第70号）第87条、船員保険法（昭和14年法律第73号）

第64条、国民健康保険法（昭和33年法律第192号）第54条及び高齢者の医療の確保

に関する法律（昭和57年法律第80号）第77条に基づく療養費の支給並びに健康保険

法第97条、船員保険法第68条、国民健康保険法第54条の４及び高齢者の医療の確保

に関する法律第83条に基づく移送費の支給について、各保険者においては適切な審

査・支払の実施に努めていただいているところです。

この度、本日付けで「臓器移植に係る海外療養費の取扱いについて」（保保発 1222

第２号、保国発 1222 第１号、保高発 1222 第１号）（以下「平成 29 年 12 月 22 日

付け通知」という。）が発出されたところですが、国内における療養費や移送費の

取扱いについても疑義が生じていたことから、今般、別紙のとおり「臓器移植に係

る療養費及び移送費の取扱いに係る Q＆A」を作成しましたので、その内容を御了知

の上、今後の業務のご参考としていただきますようお願いいたします（既に決定し

た支給額を、この Q＆A に沿って遡って訂正することを求めるものではありませ

ん。）。なお、本事務連絡の取扱いについては、健康局難病対策課移植医療対策推

進室と調整済みであることを申し伝えます。

御中
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Ｑ１ 一般の移送費の支給と同様に、国内での臓器移植を受ける患者が、療養の給付

を受けるため、病院又は診療所に移送されたときは、移送費の支給を行うこととなる

のか。

別紙

（国内における臓器等移植について）

（Ａ）

平成６年９月９日付け通知の平成６年９月９日付け通知の「健康保険の移送費の支

給の取扱いについて」（保険発第119号、庁保険発第９号）（以下「平成６年通知」とい

う。）において、移送費が支給される場合について例示されている。これによると、国

内で臓器移植を受ける患者においても、例えば、「移動困難な患者であって、患者の症

状から見て、当該医療機関の設備等では十分な診療ができず、医師の指示により緊急

に転院した場合」には、移送費を支給することが必要となる。

（Ａ）

平成６年通知に記載される移送費の支給額において、「経路については、必要な医

療を行える最寄りの医療機関まで、その傷病の状態に応じ最も経済的な経路で算定す

ること。」とされているため、移送される患者については往路のみが支給対象である。

一方、①移送される際、医学的管理が必要であると医師が判断した患者に対する医

師、看護師等の付添、②臓器等採取のための医師の派遣及び③臓器等の搬送について

は、医師、看護師等が関係施設間で行き来を行うことが必要となることから、往復の

交通費が対象となる。ただし、上記３点における復路については、最も経済的な経路

で算定すること。

（Ａ）

一般的に、臓器の採取のための医師派遣は複数名のチームで行われるため、臓器の

採取を行う医師の派遣に要した費用は２名までの交通費の算定を標準とすること。（た

だし、臓器の摘出の際、医師の他、看護師や技師等がチームとして臓器の摘出のため

に医師と共に派遣される場合は、３名以上の移送費を支給することも可能である。こ

の際、被保険者に対して、派遣される医師等が必要である理由が記載された医師の意

見書等を求めて差し支えない。）

Ｑ３ 移送費における医師、看護師等付添人については、医学的管理が必要であった

と医師が判断する場合に限り、原則として一人までの交通費を算定することになって

いるが、療養費として支給する臓器採取を行う医師の派遣に要した費用についても同

様の理解で良いか。

Ｑ２ 一般的に、移送費として算定する金額について、移送される患者においては往

路だけでなく復路も支給対象となり得るのか。医師、看護師等付添人についても同様

か。また、臓器等の採取を行う医師の派遣に要した費用や臓器等を搬送した場合にお

ける搬送に要した費用についても同様か。



41

Ｑ４ 療養費として支給する臓器の搬送に要した費用についても、臓器採取を行う医

師の派遣に要した費用（Ｑ3）と同様の理解で良いか。

（Ａ）

臓器採取を行う医師の派遣に要した費用同様、臓器の搬送に要した費用についても、

２名までの交通費の算定を標準とすること。（ただし、３名以上で、臓器の搬送が行わ

れることもあるので、その場合には、３名以上の交通費の算定を行うことも可能であ

る。この際、被保険者に対し、臓器の搬送について理由が記載された医師の意見書等

を求めて差し支えない。）。

（Ａ）

医師、看護師等については、交通費を支給するものであるから、宿泊費や食費等は

療養費の支給対象とならない。また、運送会社を利用した場合の配送料については、

最も経済的な通常の経路及び方法によるものである限り、支給対象となる。

（Ａ）

差し支えない。医師の派遣や臓器の搬送に要した費用については、あくまで療養費

として、その費用を移送費の算定方法により算定し、その額に健康保険法（大正11年

法律第70号）第74条第１項各号、船員保険法第55条第１項各号、国民健康保険法第42

条第１項各号及び高齢者の医療の確保に関する法律第67条第１項各号に掲げる場合の

区分に応じ、自己負担割合を乗じて得た額を控除した額を基準として、保険者が定め

ること。

Ｑ６ 臓器等採取を行う医師の派遣に要した費用や臓器等を搬送した場合における搬

送に要した費用については、「療養費として支給し、それらの額は移送費の算定方法に

より算定する」こととされているため、あくまで療養費として支給するものと解して

差し支えないか。

Ｑ５ 療養費として支給する臓器等採取を行う医師の派遣や臓器等の搬送にかかる費

用について、宿泊費や食費、運送会社を利用した場合の配送料は療養費の支給対象か。
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Ｑ７ 海外において、臓器採取を行う医師の派遣や臓器の搬送は療養費として支給す

べきか。支給される場合、どのように考えればよいか。

（海外での臓器移植について）

（Ａ）

海外においても、臓器等採取を行う医師の派遣や臓器等の搬送に要した費用の額の

算定については、国内における臓器移植の場合と同様とする（Ｑ4参照）。

（Ａ）

海外における療養に関する費用の算定については、診療報酬の算定方法（平成20年

３月５日厚生労働省告示第59号）の算定の例によるものであるが、これによることが

困難である場合には、国内における同様の傷病に係る療養に要する費用の実績額によ

って算定することもやむを得ないとされている。

従って、請求された費用について診療報酬の算定方法によることができず、国内に

おける実績額によっても算定できないときは、支給対象外となる。

（Ａ）

移送費は、被保険者が療養の給付（保険外併用療養費に係る療養を含む。）を受ける

ため、病院又は診療所に移送されたときに支給されるものである。海外での治療は、「療

養の給付を受ける」ことに該当しないため、移送費は支給されない。

（Ａ）

海外療養費は、療養の給付、入院時食事療養費、入院時生活療養費又は保険外併用

療養費に代えて支給されるものであるが、移送費はこれらに該当しないため、海外で

病院間等を移送された場合の費用については、海外療養費の支給対象にならない。

Ｑ９ 患者が、海外へ渡航するために利用した航空機等の費用については、移送費の

対象となるのか。

Ｑ10 患者が、海外において、ある病院から別の病院へ移送された費用については、

海外療養費の対象となるのか。

Ｑ８ 海外における臓器移植において、国内の保険医療機関で行われた臓器移植にお

いては保険給付の対象とならない費用について、海外において臓器移植を受けた被保

険者から請求があった場合、支給の対象とならないと考えて良いか。
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（Ａ）

可能である。

（Ａ）

可能である。

（Ａ）

一般社団法人日本移植学会や日本臓器移植ネットワークのホームページにおいて、日

本移植学会認定の移植専門医や各都道府県における移植実施施設について掲載されてお

り、確認の際は以下URLをご参照されたい。

移植認定医：http://www.asas.or.jp/jst/about/about0.html
移植実施施設：https://www.jotnw.or.jp/jotnw/facilities/04.html

（Ａ）

患者が渡航先で臓器移植を受けた後、日本の医療機関へ転院する場合、通常、渡航先

の移植主治医から日本の主治医に対して、治療の経過記録を記載した紹介状が送付され

る。

平成29年12月22日付け通知における「海外の施設に入院していた間の経過記録の写

し」については、当該紹介状を求めることを想定している。

（Ａ）

療養費の請求権の消滅時効は、療養に要した費用を支払った翌日から起算して２年

であり、この範囲で平成29年12月22日付け通知に基づき支給されたい。

Ｑ12 平成 29 年 12 月 22 日付け通知にもとづき提出を求める書類について、「海外の

施設に入院していた間の経過記録の写し」は「旅券、航空券その他の海外に渡航した

事実が確認できる書類の写し」としても扱うことはできるか。また、昭和 56 年２月

25 日付け通知の「健康保険法等の一部を改正する法律等の施行に係る事務取扱につい

て」（保険発第 10 号、庁保険発第２号）における診療内容明細書として扱うことはで

きるか。

Ｑ14 平成 29 年 12 月 22 日付け通知について、「海外の施設に入院していた間の経過

記録の写し」の提出を求めることとあるが、具体的にはどのようなものが考えられる

か。

Ｑ11 平成 29 年 12 月 22 日付け通知について、海外における臓器移植の海外療養費の

申請に係る提出書類については、他の海外療養費と同様に、その書類が外国語で作成

されたものであるときは、その書類に日本語の翻訳文の添付を求めることができるか。

Ｑ15 平成 29 年 12 月 22 日付け通知について、本通知が発出される前に被保険者等が

海外で臓器移植を受けた場合、その療養費の請求があった場合は支給してよいか。

Ｑ13 平成 29 年 12 月 22 日付け通知について、「主治医（学会認定の移植認定医）が

作成した海外の施設への紹介状の写しに、部門長又は施設長がサインしたもの」の提

出を求めることとあるが、移植認定医からの紹介状であることをどのように判断すれ

ば良いか。
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ク 臓器移植に係る海外療養費の取扱いの状況等の確認について

（平成 29 年 12 月 25 日付事務連絡）

事 務 連 絡

平成29年12月25日

都道府県民生主管部（局）

国民健康保険主管課（部）

後期高齢者医療主管課（部）

都道府県後期高齢者医療広域連合事務局

全国健康保険協会

健康保険組合

厚 生 労 働 省 保 険 局 保 険 課

（ 公 印 省 略 ）

厚生労働省保険局国民健康保険課

（ 公 印 省 略 ）

厚生労働省保険局高齢者医療課

（ 公 印 省 略 ）

臓器移植に係る海外療養費の取扱いの状況等の確認について

平素より、医療保険制度の円滑な実施について、ご尽力を賜り厚く御礼申し上げ

ます。

平成29年12月22日付け通知の「臓器移植に係る海外療養費の取扱いについて」（保

保発1222第２号、保国発1222第１号、保高発1222第１号）（以下「平成29年12月22

日付け通知」という。）において、「当分の間、取扱いの状況等については保険者

に報告を求め、厚生労働省が内容等を確認し、必要があると認めるときは、その結

果に基づいて所要の措置を講じる可能性がある」ことが記載されています。

この度、保険者におかれましては、平成29年12月22日付け通知に基づき海外療養

費の支給決定を行ったものについて、下記のとおり取り扱うこととしたので、その

内容を御了知の上、お取り計らいいただくようお願いいたします。

なお、本事務連絡は、保険者における海外療養費の審査及び支払について厚生労

働省が関与するものではないことを予め申し伝えます。

御中
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記

１ 各保険者において、当分の間、平成29年12月22日付け通知に基づき海外療養費

を支給決定したものについて、その都度、厚生労働省に報告をお願いします。

２ 支給決定後の報告先

保険者種別ごとに、配達記録が残るよう、郵送で以下の宛先へ報告をお願いしま

す。

郵便番号：100-8916

住所 ：東京都千代田区霞が関１－２－２

宛先：

(1) 全国健康保険協会、健康保険組合：厚生労働省保険局保険課

(2) 市町村国保、国民健康保険組合：厚生労働省保険局国民健康保険課

(3) 後期高齢者医療広域連合：厚生労働省保険局高齢者医療課

３ 報告書類

(1) 被保険者が支給申請の際に、提出した書類

①療養費支給申請書

②診療にかかる費用がわかる領収明細書

③日本臓器移植ネットワークの登録証明書の写し

④海外の施設に入院していた間の経過記録の写し

⑤外国語で作成されている書類については、日本語の翻訳文

(2)保険者において決定した療養費の支給額やその内訳を示したもの
（例）支給決定通知書の写し等

４ 報告時の留意事項

個人情報であることに留意し、特定の個人を識別できることのないよう加工の上、

上記報告書類を厚生労働省まで報告願います。

５ その他

平成29年12月22日付け通知に関する海外療養費の支給申請を受けた際、疑義が生

じた場合は、保険者種別ごとに、以下の宛先に照会していただいて差し支えありま

せん。メールでのご照会の際は下記電話番号にご連絡いただくと共に、メール本文

に必ず保険者の名称、担当者の氏名、連絡先（電話番号）を記載していただくよう

お願いします。

(1)全国健康保険協会、健康保険組合：電話番号03-5253-1111（内線3250）
メールアドレス：ryoyohi-hoken@mhlw.go.jp

(2)市町村国保、国民健康保険組合 ：電話番号03-5253-1111（内線3189）

メールアドレス：ryoyohi-kokuho@mhlw.go.jp
(3)後期高齢者医療広域連合 ：電話番号03-5253-1111（内線3199）

メールアドレス：ryoyohi-kouki@mhlw.go.jp

以上
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ケ 海外療養費に係る保険者支援業務について（静岡県国民健康保険団体連合会）

※令和３年度から令和５年度までの契約単価等は次頁資料参考

海外療養費に係る保険者支援業務について

３０．４

海外療養費の不正請求対策等については、厚労省国民健康保険課長から、平成25

年 12月 6日付け保国発1206第 1号「海外療養費の不正請求対策等について」の

通知により、海外療養費の支給申請に対する審査業務等の委託について、翻訳業務や、

海外の医療機関等に対する照会業務については、必要に応じて、国保連合会等へ委託

するよう示されている。

1 対象業務

保険者が必要と認めた場合、原則として内容審査前に、国保連合会に次の業務を

依頼する。

（１）診療内容明細書等に添付されている翻訳文とは別の翻訳

（2）海外の医療機関等に対する、文書による、支給申請に係る療養等が行われた事

実の有無や、行われた療養等の内容の照会

（3）海外の医療機関等に対する、電話による、支給申請に係る療養等が行われた事

実の有無や、行われた療養等の内容の照会

2 業務委託先

（1）民間調査会社（国保中央会と集合契約を行い、各国保連合会は中央会に対し契

約締結についての委任状を提出する。）

（2）各保険者と国保連合会間で委託契約を締結

3 費用

平成30年度～

（1）「再翻訳」に関する報告書 1件につき15,000円（税別）

添付書類がある場合 1枚あたり ６,000円（税別）

（2）「文書照会」に関する報告書 1件につき 3５,000円（税別）

添付書類を翻訳する場合 1枚あたり ６,000円（税別）

（3）「電話照会」に関する報告書 1件につき 3５,000円（税別）

（4）「文書照会」「電話照会」において取り下げた場合

1件につき 20,000 円（税別）

4 その他

（1）処理方法は月次処理とし、民間調査機関での処理期間は1ヶ月程度を想定し

ている。

（2）文書照会・電話照会については、海外提携先へ再々委託を行う場合がある。

（3）文書照会・電話照会については、被保険者本人からの同意書の提出が必要とな

る。
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（参考）令和３年度から令和５年度の契約単価

契約委託に係る契約単価等

１．業務委託に係る契約単価
この業務の委託に係る契約単価（消費税及び地方消費税を除く。）は次のとおりとする。このほか、特別

の費用が発生する場合は、費用負担について国保連合会と株式会社メディブレーン（以下「乙」という。）とで協

議し決定するものとする。

イ）再翻訳業務、ロ）文書照会業務及びハ）電話照会業務については、調査対象者単位、海外医療機

関等単位、診療月単位につき一件として取り扱うものとする。

なお、ロ）文書照会業務及びハ）電話照会業務については、海外医療機関等から回答が得られなかっ

た場合においても、規定の費用が発生するものとする。

イ） 診療内容明細及び領収明細書等に添付されている翻訳文とは別の翻訳（再翻訳）

①再翻訳一件につき、5,000 円とする。なお、平成 12 年12 月13 日保険発２１５号
「健康保険法等の一部を改正する法律の施行に伴う国民健康保険関係法令の改正及び施行上の

留意事項について」で示された診療内容明細書及び領収明細書（またはこれに類似するもの）をセッ

トにして一件とする。

②上記以外の様式については、一枚あたり 2,000 円とする。
③①がない場合のその他の様式(添付書類のみ) については１件につき 3,818 円
（消費税及び地方消費税込みで 4,200 円）2 枚目以降1 枚につき2,000 円とする。

ロ） 療養等を受けたとされる海外の医療機関に対して、文書により、支給申請に係る療養等が行われた事

実の有無や、行われた療養等の内容の照会実施（文書照会）

①乙が作成した「文書照会」に関する報告書一件につき、18,000 円とする。
②海外の医療機関へ照会した結果、照会内容の詳細に対して、医療記録を参照するよう要請を受ける等、

別途翻訳が必要となる場合は、一枚あたり 2,000 円とする。
③出産育児一時金については乙が作成した「文書照会」に関する報告書一件につき、

23,000 円とする。

ハ） 療養等を受けたとされる海外の医療機関等に対して、電話により、支給申請に係る療養等が行われた

事実の有無や、行われた療養等の内容の照会実施（電話照会）

①乙が作成した「電話照会」に関する報告書一件につき、9,000 円とする。
②出産育児一時金については乙が作成した「電話照会」に関する報告書一件につき、

14,000 円とする。

２．業務委託料の計算期間及び支払方法等

（１）計算期間は、１日から末日迄の１ヵ月単位とする。

（２）乙は、計算期間における調査報告書の件数を集計し、１ヵ月分の業務完了報告書を作成のうえ、当該月の

末日に国保連へ提出する。国保連は受領した日から起算して７日以内に業務完了報告書を検収する。

（３）国保連の検収後、乙は業務委託料の計算期間の終期の翌月１０日までに、１で規定する各々の契約単価に

１ヵ月の報告件数を乗じた額に、消費税及び地方消費税を加算した額を国保連に請求するものとする。なお、

契約期間中に税率が変更された場合は、調査報告書の発送日を基準に適用するものとする。

（４）国保連は請求日の翌月末日までに乙指定の銀行口座へ振り込みする。なお、振込みに係る手数料等は

国保連の負担とする。

（５）支払日当日が休祭日に当たる場合は、その翌日までに支払うものとする。

※ 関係資料はスターオフィス（23 ページ参照）に掲載
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コ 海外療養費制度Ｑ＆Ａ（国民健康保険質疑応答集（ぎょうせい発行）より抜粋）

国民健康保険の被保険者となるには、市町村の区域内に住所を有することが要件の一

つである（法第五条）。そこで Aが T市に住所を有しているかを考えてみると、住民基本

台帳法においては、一年以上海外にいる場合は転出の扱いをすることになっており（自

治省振興課長通知・昭和 46 年３月 31 日自治振第 128 号参照）、Aが外国漁船に一年以上

乗り組むものであれば、Aは T市のみならず日本には住所を有しないことになるので、国

民健康保険の被保険者となることができない。

この場合、Aの妻子は国民健康保険の被保険者となるが、世帯主は妻になると解する。

なぜなら、Aと妻子は居住をともにしておらず、同一世帯を構成していないので、Aは生

活費を仕送りしている場合でも、海外にいる間は、妻子との関係で世帯主とはなり得な

いからである。

なお、Aが海外にいる間が一年未満である場合は、Aが世帯主となって被保険者となる

ことは当然のことである。

海外療養費で支給される範囲については、健康保険等と同様、保険診療の範囲内での

給付になり、日本では保険適用とされていない臓器の移植（例えば心臓や肺の移植）＊

１や人工授精等の不妊治療、性転換手術等については、対象にならないことに留意する

必要がある。海外療養費の支給に当たっては、そもそもその医療行為が日本国内で認め

られているかどうかはもちろん、保険給付の対象となっているかどうかを確認すること

が必要となる。

＊１ 付記 ： 現在では、質疑応答集の記述と違い、心臓等の移植について保険が適

用されている。

海外療養費の額は、基本的には、日本の保険医療機関等で同様の疾病等について療養

の給付等を受けた場合を標準として決定される。具体的には、実際に支払った額が大き

い場合は標準額から被保険者の一部負担金相当額を控除した額、小さいときは実費額か

ら被保険者の一部負担金相当額を控除した額を払い戻すこととなる。

海外療養費の支給に係る具体的な手続については、通常の療養費の場合と同様に、被

保険者は、

① いったんかかった医療費の全額を海外の医療機関等に支払うとともに、担当の医

師等から治療内容やかかった金額等についての証明をもらい、

② 帰国後保険者に対して申請手続をし、

③ 償還払いを受ける

という形となる。

なお、海外療養費の支給申請は、原則として、帰国後に行わせるものとし、国外への

送金は行わないこととしている。

海外療養費の支給される疾病等の範囲はどこまでか。例えば臓器移植、不妊治療、性転換手

術などについてはどうなるのか。

海外療養費について、償還払いの額はどのように決定すればよいのか。

海外療養費の支給に係る具体的な手続はどうなるのか。

本市の住民 Aは、外国漁船の指導員として隔年おきに、おおむね一年乗船し、日本を離れて

いますが、妻、子供二人は本市に居住しています。Aは、社会保険等に加入していませんので、

現在、国民健康保険の被保険者となっていますが、このような取り扱いで良いでしょうか。



49

被保険者が海外療養費を申請するに当たっては、健康保険等と同様に、

① 療養支給申請書

② 診療の内容等が分かる医師の診療明細書及び領収明細書等

③ ②が外国語で作成されている場合には、日本語の翻訳文

が必要となる。＊２

＊２ 付記：平成 28 年の国民健康保険法施行規則改正によりパスポート等や調査同意

書も添付しなければならないこととなっている

診療の内容が分かる書類が添付されていない場合には、基本的には療養費は支給でき

ない。

海外療養費の申請に当たっては、支給額を審査するに当たり、診療の内容等を把握す

る必要があるが、必要書類が外国語で記載されている場合には、その審査に支障を来す

恐れがあるため、基本的には、翻訳文を添付することが必要である。

翻訳は、基本的に被保険者の責任において行うべきものであり、保険者においては、

被保険者に対する十分な周知を行っていただくほか、必要に応じて、国保連等の協力を

得つつ、翻訳の斡旋等を行うなど被保険者の便宜を図っていただきたい。

海外療養費の額は、たとえ、当該被保険者が加入する民間の傷害保険等から保険金が

出た場合についても、国内において同様の疾病につき療養を受けた場合を標準として審

査し、実際に支払った額が大きい場合は標準額から被保険者の一部負担金相当額を控除

した額、小さいときは実費額から被保険者の一部負担金相当額を控除した額を払い戻す

こととなっており、保険者において、民間傷害保険等との間で併給調整を行う必要はな

い（国内における疾病等に係る療養に要した費用についても、保険者において民間傷害

保険等との間での併給調整を行うことはない。）。

海外療養費の支給額の算定に際しては、支給決定日の外国為替換算率（売レート）を

用いることとしており、この支給額に一円未満の端数があるときは、端数金額を切り捨

てることとしている。

海外での公的保険と国民健康保険の関係は、どちらが優先するかは規定されていない。

ただし、国民健康保険の療養費は、実際の医療費負担に対して支給されるものであるか

ら、海外の公的保険により給付を受けており、実際に医療費を負担していない場合は、

支給されないこととなる。

海外で公的保険から給付が受けられる場合は、海外の給付と、日本の給付とどちらが優先す

るのか。

海外療養費の申請の際、必要とされる書類はどのようなものか。

海外療養費の申請の際、診療の内容等が分かる書類が添付されていない場合はどうするのか。

外国語で記載された書類が出てきた場合はどうすればよいのか。

民間の傷害保険等から保険金が出た場合については、併給調整するのか（国民健康保険から

療養費を支給しなくてよいのか）。

海外療養費において、外貨をどのように換算するのか。
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サ 海外療養費制度Ｑ＆Ａ（健康保険質疑応答集（ぎょうせい発行）より抜粋）

※ カ 国民健康保険との比較参照用です。取り扱いが異なる部分があるので注意！

健康保険の被保険者が、会社の用務で海外へ出張することが極めて多くなっている。

従来海外へ出張した場合、その期間にかかる保険給付は制限されていたが、昭和五六年

三月一日よりこの制限規定が削除され保険給付もされ、かつ、保険料も徴収されること

になった。

海外の公的保険と健康保険の関係は、どちらが優先するかは規定されていない。ただ

し、健康保険の療養費は、実際の医療費負担に対する給付であるから、海外の公的保険

により給付されていて、実際に医療費の支払をしていない場合は、支給されないことと

なる。

昭和五六年三月一日より被保険者又は被扶養者が、海外の病院等で療養等を受けた場合

にも療養費が支給されることとなった。具体的な手続きは次のとおりである。

① 療養費支給申請書に、病院等が発行する療養等の内容を明らかにした費用の額に

関する証拠書類を添付し、原則として、事業主を経由して提出する。証拠書類が外

国語で記載されている場合は、日本語の翻訳文を添付する。また、翻訳文には翻訳

者の氏名、住所を記載するものとする。

② 療養費の受給は、原則として事業主が代理して行う。なお、支給額の算定に用い

る邦貨換算率は、その支給決定日の外国為替換算率（売レート）による。

海外療養費の支給の際の邦貨換算率は、為替相場の変動が著しい場合であっても支給

決定日の換算率で算定する。なお、支給決定日の外国為替換算率（売レート）について

は、商取引関係のものを用いるのではなく、個人が円を外国貨幣に換える場合のレート

を用いる。

当社では、海外に社員を派遣させて、営業の拡張に努める方針が打ち出されることになりま

した。

在日中は当然、健康保険の適用を受け、被保険者にもなっております。ところが、海外へ出

張した場合、外地で病気になった場合、健康保険による治療を受けることができるでしょうか。

海外での公的保険から給付が受けられる場合は、海外の給付と、日本の給付と、どちらの給

付が優先するのでしょうか。

当社従業員が海外出張中疾病にかかり海外の病院で治療を受けました。この場合どのような

手続をすれば療養費が支給されるでしょうか。

海外療養費を支給する際の邦貨換算率は、為替相場の変動の著しい場合でも、支給決定日の

換算率で算定するのでしょうか。
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（３） その他参考資料

◎海外渡航の確認書類（補足）

①根拠

〇 海外において受けた診療、薬剤の支給又は手当について療養費の支給を受けよう

とするときは、次に掲げる書類を添付しなければならない

・旅券、航空券その他の海外に渡航した事実が確認できる書類の写し

（国民健康保険法施行規則第 27 条第４項）

○ 「その他の海外に渡航した事実が確認できる書類」とは、旅券や航空券（電子航空

券を含む。）のほか、査証等が考えられる。

公的機関が発行した書類に限らず、保険者の判断により、海外療養を受けた者が実際

に海外に渡航した事実や、海外に居住又は滞在していた事実が確認できる書類の写し

の提出を求めること。

（平成 28 年 3 月 31 日付け 保国発 0331 第４号）

②パスポー

トで渡航先

や渡航期間

の確認がで

きない例

〇 以下の場合、パスポートにより、渡航先や渡航期間の確認ができないことがある。

・日本からの出入国時に顔認証ゲート、自動化ゲートを利用した場合

・出入国時にパスポートにスタンプを押さない国・地域の場合

（オーストラリア、韓国等）

・入国スタンプのみで、出国スタンプを押さない国の場合

（カナダ、ニュージーランド等）

・シェンゲン協定加盟国間での移動の場合

シェンゲン協定とは、主にヨーロッパの国家間で出入国検査を撤廃する協定のこ

と。協定加盟国間（シェンゲン圏内）を移動する場合、国境での出入国検査が行

われない。

例：シェンゲン協定加盟国以外のＡ国から、加盟国であるｓＢ国、ｓＣ国、ｓＤ

国と順次移動した場合。

・Ａ国への入出国・ｓＢ国への入国・ｓＤ国からの出国⇒パスポートで確認できる

・ｓＣ国へ移動した際の出入国記録等⇒パスポート上に残らない

【シェンゲン協定加盟国一覧（令和５年２月現在）】

加盟国（27か国）
ベルギー，ドイツ，フランス，ルクセンブルク，オランダ，スペイン，ポルトガル

イタリア，オーストリア，ギリシャ，デンマーク，フィンランド，アイスランド

ノルウェー，スウェーデン，チェコ，エストニア，ハンガリー，リトアニア，ラト

ビアマルタ，ポーランド，スロバキア，スロベニア，スイス，リヒテンシュタイ

ン，クロアチア（陸路・海路 2023.1.1～ 空路 2023.3.26～）
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③パスポー

トにより確

認ができな

い場合の確

認例

○パスポートにより確認できない場合、出入国在留管理庁への開示請求により、出入

（帰）国記録を確認できる。詳細は出入国在留管理庁の HP を確認。

④参考

〇パスポートによりがたい場合、以下のような書類に残っている日付印等を確認する

ことで、パスポート上に記録されない渡航期間の情報を補完できる場合があるので

適宜参考にする。

・航空機への搭乗券の半券

・現地でかかった医療機関の発行した領収書

・鉄道、船舶等のチケットの控え

・現地で利用したホテルの領収書

・現地で通貨を両替した際の領収書
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◎ 県内の海外療養費支給実績（令和３年度）

令和３年度国民健康保険事業実施報告より抜粋

申請件数
日本国籍

申請件数
外国籍

申請件数
合計

支給件数
日本国籍

支給件数
外国籍

支給件数
合計

支給額
日本国籍

支給額
外国籍

支給額
合計

静岡市 2 0 2 2 0 2 15,425 0 15,425

浜松市 10 0 10 10 0 10 62,233 0 62,233

沼津市 0 0 0 0 0 0 0 0 0

熱海市 20 0 20 20 0 20 90,172 0 90,172

三島市 5 0 5 5 0 5 33,847 0 33,847

富士宮市 0 0 0 0 0 0 0 0 0

伊東市 0 0 0 0 0 0 0 0 0

島田市 1 0 1 1 0 1 128,384 0 128,384

富士市 0 0 0 0 0 0 0 0 0

磐田市 0 0 0 0 0 0 0 0 0

焼津市 0 0 0 0 0 0 0 0 0

掛川市 0 0 0 0 0 0 0 0 0

藤枝市 1 0 1 1 0 1 38,455 0 38,455

御殿場市 0 0 0 0 0 0 0 0 0

袋井市 1 0 1 1 0 1 37,840 0 37,840

下田市 0 0 0 0 0 0 0 0 0

裾野市 0 0 0 0 0 0 0 0 0

湖西市 2 0 2 2 0 2 19,141 0 19,141

東伊豆町 0 0 0 0 0 0 0 0 0

河津町 0 0 0 0 0 0 0 0 0

南伊豆町 0 0 0 0 0 0 0 0 0

松崎町 0 0 0 0 0 0 0 0 0

西伊豆町 0 0 0 0 0 0 0 0 0

函南町 0 0 0 0 0 0 0 0 0

清水町 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長泉町 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小山町 1 0 1 1 0 1 15,857 0 15,857

吉田町 0 0 0 0 0 0 0 0 0

川根本町 0 0 0 0 0 0 0 0 0

森町 0 0 0 0 0 0 0 0 0

伊豆市 0 0 0 0 0 0 0 0 0

御前崎市 3 0 3 3 0 3 15,441 0 15,441

菊川市 0 0 0 0 0 0 0 0 0

伊豆の国市 0 0 0 0 0 0 0 0 0

牧之原市 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 46 0 46 46 0 46 456,795 0 456,795
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〈追補〉

年 月 内 容

平成 28 年４月１日版

初版作成 （「海外療養費の支給申請及び審査等に係る事務

の取扱いについて（平成 28 年３月 31 日付保国発 0331 第４

号）」までの内容を収載）。

令和２年２月版

・「海外療養費支給事務の一層の適正化に向けた取扱いにつ

いて（平成 29 年８月９日付保国発 0809 第１号）」の内容

を反映。

・「臓器移植に係る海外療養費の取扱いについて（平成 29 年

12 月 22 日付保保発 1222 第２号、保国発 1222 第１号、保

高発 1222 第１号）」の内容を反映。

・「臓器移植に係る療養費及び移送費の取扱いに係る Q&A の

送付について（平成 29 年 12 月 22 日付事務連絡）」の内容

を反映。

・「臓器移植に係る海外療養費の取扱いの状況等の確認につ

いて（平成 29 年 12 月 25 日付事務連絡）」の内容を反映。

令和３年４月版

・海外療養費に係る保険者支援業務について

令和３年度から令和５年度契約単価等変更反映

・県内の海外療養費支給実績の情報更新

令和５年２月版 ・県内の海外療養費支給実績の情報更新


